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 日本政府は、中華人民共和国政府の要請に基づき、同国の国際産業連関表作
成による統計整備にかかる支援を実施することを決定し、独立行政法人国際協
力機構は平成 21 年 6 月 1 から 6 月 5 まで詳細計画策定調査団を派遣しました。 
 本調査では、中国国家統計局との協議を通じて先方協力ニーズの確認を行い、
プロジェクトの枠組みについて認識の共有を図りました。これら協議内容はそ
の後議事録（M/M）としてまとめられ、署名・交換されました。 
本報告書が、今後のプロジェクトの円滑な実施、ならびに関係者の参考とし
て活用されれば幸いです。 
 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝
申し上げます。 
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第１章 詳細計画策定調査団の派遣 
 

１．調査の背景 

中国では、改革・開放路線の採用以降、産業構造が大きく変化しており、また、日本を含む諸外国と

の経済依存度が著しく高まっている。急激に経済変革が進む中で、中国政府は、マクロ経済の運営や経

済政策の策定を適切に実施するため、経済統計の整備及び精度向上を図っている。 

経済統計の精度向上は、経済状況の的確な把握、中国市場の信頼度の向上という観点から重要であり、

JICAは 2006年 6月から 2009年 6月にかけて「商業統計整備プロジェクト」を実施し、効率的な商業統

計システムを構築する体制を整備するための支援を行った。 

商業統計等の基本統計整備が進む一方で、国民経済計算体系（SNA）を構成する 5つの勘定体系（国

民所得、産業連関表、資金循環表、国民貸借対照表、国際収支表）の一つである、産業連関表の作成・

分析能力に関しては課題が残っている状況である。中国は、1987年以降、5年毎に産業連関表を作成し

ているが、作成方法が国際基準と一致していない、急激に拡大する経済活動を反映出来ていない（サー

ビス分野等）等の問題を抱えており、その作成・分析能力と作成制度の改善が急務となっている。また、

諸外国との経済依存が高まる中、国際産業連関表を作成し、正確なデータに基づいた対外経済政策を実

施していくことも中国にとって不可欠である。 

日本は、1951 年から産業連関表を作成しており、また、1986 年からは国際産業連関表の作成も開始

している。こうした状況の下、中国政府は 2008 年、一国産業連関表及び国際産業連関表の作成につい

て実績のある日本政府に対して国際産業連関表作成による統計整備のため技術協力プロジェクトを要

請した。 

 

２．調査目的および対処方針 

 国家統計局他中国関係機関と、プロジェクト実施の妥当性及び課題を確認し、協力内容と枠組みの詳

細を協議する。 

 プロジェクトの投入内容・時期、プロジェクト実施体制、プロジェクト実施の枠組みを確認し、合意

が形成された範囲で PDM案を添付したM/Mに署名する。 
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３．団員構成 

氏 名 担当分野 所 属 調査期間 

小島 元 総括 JICA中国事務所 企画役 6/1-6/5 

 

志村 勝也 産業連関表 経済産業省 経済産業政策局 調査統計部 

経済解析室長 

6/1-6/4 

谷川 隆道 産業連関表 経済産業省 経済産業政策局 調査統計部 

経済解析室 参事官補佐 

荒川 晋也 産業連関表 経済産業省 経済産業政策局 調査統計部 

経済解析室 産業連関専門職 

鮑 迪娜 協力調整 JICA中国事務所 

張 苑 協力調整 JICA中国事務所 

大久保 真紀 協力企画 JICA公共政策部 財政・金融課 ジュニア専門員 

植田 絵麗 通訳 国際協力センター（JICE）研修管理部 

6/1-6/5 

 

 

４．調査日程 

 

月 日 内容 
1日（月） 10：55 成田発 

13：50 北京着 
午後：JICA事務所で打ち合わせ 

2日（火） 終日：国家統計局との協議 
3日（水） 午前：中国産業連関学会との協議 

午後：資料、ミニッツ署名式 
4日（木） 午前：資料整理 

午後：JICA事務所報告 

6月 

5日（金） 15：20 北京発 
19：50 成田着 
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第２章 協議結果の概要 
 
１．協議結果 
  6 月 2 日（火）の国家統計局、3 日（水）の産業連関学会との協議結果の要点は以下の通り（詳細

は、添付の各日の協議議事録を参照）。 

 

（１）ミニッツ、PDMに係る協議 

イ．プロジェクト名の変更 

 中国政府からの要請時のプロジェクト名称は「国際産業連関表作成による SNA 統計整備プロジェ

クト」であったが、国際産業連関表を作成することにより、SNA統計に限らず様々なマクロ経済統計

の精度が向上することが期待されることから、プロジェクト名から SNAを削除し、「国際産業連関表

作成による統計整備プロジェクト」とすることで日本側・中国側双方合意した。 

 

ロ．プロジェクト目標 

  中国側より、プロジェクト目標を「日・中国際産業連関表作成プランが策定される」とするという

提案があったが、協議の結果、中国側としては「プランの策定」に日本側が提案した「作成の手法・

体制の構築」も含んでいることが判明した。混乱を避けるため、日本側と同じ「作成の手法・体制の

構築」という表現を使うことで中国側は了承した。 

  日本側は、「手法・体制の構築」に加え、作成マニュアル等の幅広い利用を可能にするため「公表」

も追加することを希望したが、中国側より、成果 2に係る活動「作成されたプロトタイプ表を発表す

るための国際シンポジウムの開催」により公表されることになるので、プロジェクト目標に追加する

必要はないとの指摘を受け、追加しないことで日本側は了承した。 

 

ハ．本邦研修 

  本邦研修の実施方法については、中国側より、各年度、国家統計局職員が参加する専門的な研修と、

国家統計局職員に加え、地方統計局職員等が参加する一般的な研修の二回に分けての実施の要望が出

された。日本側より、各年度一回の実施の際に二つのグループに分けてそれぞれ専門的・一般的な研

修を実施することを提案したが、2006年から 2009年にかけて実施した商業統計整備プロジェクトと

比較し、本プロジェクトでその作成手法・体制の構築を目的としている国際産業連関表は難易度が高

いことから、研修回数を増やしてほしいとの中国側からの要望は変わらず、日本側がこれを了承した

（注：その後、本邦協力機関の経済産業省の了解が得られ、年二回の実施で、各回につき研修生を二

つのグループに分け、専門的・一般的な研修の両方を実施することとなった）。 

 

 二．国際シンポジウムの開催時期・場所 

  中国側より、国際シンポジウムの開催時期に関して、プロジェクト終了は 2012 年 3 月だが、1、2

月は中国では休みが多い時期であり、プロトタイプ表の作成が間に合うのであれば 2011 年末頃の開

催としてもらいたいとの要望があり、日本側としてもその時期の開催を目指してプロトタイプ表の作

成を進めていくことで了承した。また、開催場所については、今後日本側と中国側で協議していくこ

とになるが、開催費用に関しては、北京または地方いずれでの開催になったとしても負担するとの言

質を中国側より得た。 
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（２） プロジェクト実施体制の確認 

日本側は、本プロジェクトの円滑かつ適切な実施のため、国際産業連関表に精通した有識者による

支援委員会を国内に設置することとした。 

 

（３） データ加工の委託 

  本プロジェクトでは、成果 2に係る活動でプロトタイプ表の作成を予定しているが、プロトタイプ

表作成のために必要なデータ加工については、第三者に委託予定である。中国側のデータ加工作業に

ついては、国家統計局より推薦のあった中国産業連関学会に委託する予定である。今回の調査で作業

コスト等につきヒアリングを行った結果は以下の通り。 

・ 1988年に設立された産業連関学会は、国家統計局、中国科学院、中国人民大学の三者により構

成されており、国家一級学会として認定されている。学会のメンバーの多くは、国際産業連関

学会のメンバーでもあり、本データ加工作業の委託先としてふさわしいことが確認された。 

・ 委託方法として、データ加工作業の具体的内容につき日本側で仕様書を作成し、同仕様書を添

付した契約書に署名することで合意した。 

・ 契約交渉は、8 月の第 1 回目の短期専門家派遣の際に行うこととする。学会は、作業単価表は

有していないが、過去に米国マサチューセッツ工科大学と契約を結んでエネルギー連関表の作

成・分析を行った経験があり、その際は年間約 5 万米ドルの契約で実施したとのこと。日本側

より、本プロジェクトについては年間 5 万米ドルの規模にはならないことを伝え、学会側の了

承を得た。 

 
 
２．団長所感 

中国に対する ODAの重点分野は 2001年に策定された「対中国経済協力計画」に従い、環境問題

対策、改革･開放支援（経済改革支援）、相互理解の増進の 3分野が主なものとなっており、これら

の分野に合致し、かつ日中双方にとり互恵的な案件を優先的に採択し、実施する運用方針となって

いる。 

本年は、改革開放路線がスタートした翌年である 1979 年に、我が国が経済体制改革に取り組も

うとする中国政府に対し、そうした取組みを支援する目的で ODA（政府開発援助）の供与を開始

してから 30周年となる節目の年である。 

この間、中国は我が国 ODA も十分に活用しつつ、日本を初めとする先進諸国からの直接投資を

積極的・効果的に取り入れながら「世界の工場」へと成長し、昨年には世界第三位の経済規模とな

るまでの急速な経済成長を遂げるに至った。 

本件プロジェクトは、予算的な規模こそ小さいものの、急速な経済発展を続ける中国に対し、自

身の経済実態を正確に把握し分析する有効なツールである産業連関表作成のための体制整備に対

する技術協力を内容としており、中国政府側にとり大きな裨益効果が期待される案件である。 

翻って、日本にとっての本件の裨益効果は何であろうか。中国との貿易関係は 2000 年代に入っ

てから飛躍的に拡大しており、既に 2007 年には米国との貿易額を超え（27.8 兆円、暦年ベース。

財務省「貿易統計速報」2007 年）、中国は最大の貿易パートナー国となっている。日中経済の相互

依存関係の深化を背景に、両国間の経済実態を数量的・構造的に分析するツールが求められており、
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国際産業連関表はそのための最も有用な構造分析ツールといえる。その受益者には日中両国の政府、

経済団体、企業、研究機関等、広範に渡ることが想定される。 

一定の時間的制約を課されるプロジェクトの常として、本件協力での限られた活動の成果として

は日中国際産業連関表作成の基本計画（マスタープラン）およびプロトタイプ表の作成に留まらざ

るを得ないが、今後、プロジェクト活動が順調に進捗し、プロジェクトで得られた成果を礎として

日中関係者の継続的な協力により、日中国際産業連関表の更なる充実化が図られ、日中双方の政策

当局者にとり有益な統計的資料が提供されるようになることを願う。 

最後に、本件調査にご協力いただき、本プロジェクトの実施段階でもお世話になる経済産業省経

済産業政策局調査統計部の関係者の皆様方に心からなる感謝を申し上げる次第である。 
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第３章 プロジェクトの概要 
 
１．プロジェクトの基本計画 
（１）案件名 

（和文）中華人民共和国国際産業連関表作成による統計整備プロジェクト 

（英文）Improvement of Internatinoal Input-ouput Table Compilation of the People’s Republiuc of China 

 

（２）協力概要 

イ．プロジェクト目標と成果 

  本プロジェクトは、日・中国際産業連関表を作成する手法・体制が構築されることを目的とし、

１）産業連関表の作成方法の日・中比較検討により、中国における作成方法についての課題が整理

される、２）日・中国際産業連関表（プロトタイプ表）が作成され、その分析方法が理解される、

３）日・中国際産業連関表作成マスタープラン（基本計画）が策定される。 

 

ロ．協力期間 

2009年 6月～2012年 3末 

 

ハ．協力総額（日本側） 

2億円未満（小規模案件） 

 

ニ．協力相手先機関 

中国国家統計局 

 

ホ．国内協力機関 

経済産業省 

 

ヘ．裨益対象者及び規模等 

 直接的裨益者：国際産業連関表作成に関る国家統計局・地方統計局職員等 

 間接的裨益者：中国政府、国民及び企業 

 

（３）協力の必要性・位置付け 

イ．現状及び問題点 

  中国では、改革・開放路線の採用以降、産業構造が大きく変化しており、また、日本を含む諸外

国との経済依存度が著しく高まっている。急激に経済変革が進む中で、中国政府は、マクロ経済の

運営や経済政策の策定を適切に実施するため、経済統計の整備及び精度向上を図っている。 

経済統計の精度向上は、経済状況の的確な把握、中国市場の信頼度の向上という観点から重要であ

り、JICAは 2006年 6月から 2009年 6月にかけて「商業統計整備プロジェクト」を実施し、効率的

な商業統計システムを構築する体制を整備するための支援を行った。 

商業統計等の基本統計整備が進む一方で、国民経済計算体系（SNA）を構成する 5つの勘定体系

（国民所得、産業連関表、資金循環表、国民貸借対照表、国際収支表）の一つである、産業連関表
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の作成・分析能力に関しては課題が残っている状況である。中国は、1987年以降、5年毎に産業連

関表を作成しているが、作成方法が国際基準と一致していない、急激に拡大する経済活動を反映出

来ていない（サービス分野等）等の問題を抱えており、その作成・分析能力と作成制度の改善が急

務となっている。また、諸外国との経済依存が高まる中、国際産業連関表を作成し、正確なデータ

に基づいた対外経済政策を実施していくことも中国にとって不可欠である。 

 

ロ．相手国政府国家政策上の位置付け 

   中国政府は、改革開放路線の採用に伴う経済変革の中で、マクロ経済の運営や経済政策の策定を

適切に実施にするため経済統計指標の精度向上を図っている。 

 

ハ．我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け 

   外務省国別援助計画の中の援助重点分野「改革・開放支援」の中の開発課題「世界経済との一体

化支援」（制度整備や人材育成支援を含む市場経済化促進、世界基準・ルールへの理解促進）及び

「ガバナンス強化」（経済秩序の維持、経済関連法令の整備等）に位置付けられる。 

 

（４）協力の枠組み 

〔主な項目〕 

イ．協力の目標 

a)協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

プロジェクト目標は「日・中国際産業連関表を作成する手法・体制が構築される」こととした。 

 

プロジェクト目標の達成度を測る指標については、次のような指標が考えられる。 

・ 日・中国際産業連関表作成方法のマニュアルの作成 

・ 担当部署、担当者等の役割分担を含む業務フローの確立 

 

b)協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

上位目標は「日・中国際産業連関表が作成され、経済政策策定の基本となるデータ提供が可能とな

る」こととした。 

 

上位目標の達成度を測る指標については、次のような指標が考えられる。 

・ 経済政策策定の基本となる以下のデータの作成 

・ 詳細な産業連関表部門分類による日・中の経済取引表（中間需要（中間投入）、付加価値、

最終需要） 

・ 日・中の最終需要項目別（消費・投資・在庫）の生産誘発額、生産誘発依存度、生産誘発

係数 

・ 日・中の最終需要項目別（消費・投資・在庫）の付加価値誘発額、付加価値誘発依存度、

付加価値誘発係数 

・ 日・中の最終需要項目別（消費・投資・在庫）の輸入誘発額、輸入誘発依存度、輸入誘発

係数 
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c)成果と活動 

［成果 1］ 

・ 産業連関表の作成方法の日・中比較検討により、中国における作成方法についての課題が整理

される。 

 

［成果 1の指標］ 

・ 中国における産業連関表作成方法についての課題リストの作成 

 

［活動 1］ 

・ 日本における産業連関表（非競争型表を含む）の概念、定義、範囲及び作成方法の紹介を行う。 

・ 日本における基礎統計資料及び推計方法の紹介を行う。 

・ 日本における投入産出調査等特別調査の紹介を行う。 

・ 中国における産業連関表の概念、定義、範囲及び作成方法の紹介を行う。 

・ 中国における基礎統計資料及び推計方法の紹介を行う。 

・ 中国における投入産出調査等特別調査の紹介を行う。 

・ 中国における産業連関表の作成方法に関する課題を整理し、改善に向けたアドバイスと提言を

行う。 

 

[成果 2] 

・ 日・中国際産業連関表（プロトタイプ表）が作成され、その分析方法が理解される。 

 

 [成果 2の指標] 

・ 日・中国際産業連関表のプロトタイプ表の作成 

 

 [活動 2] 

・ 日・米国際産業連関表の作成方法の紹介を行う。 

・ 日・中国際産業連関表プロトタイプ表の作成に関するアドバイスと提言を行う（日・中プロト

タイプ表のフレームワーク、日・中共通産業部門分類の準備、交易部分の推計等について） 

・ 日本における産業連関分析の紹介及びパソコンによる分析方法の紹介を行う。 

・ 作成されたプロトタイプ表を発表するための国際シンポジウムを開催する。 
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［成果 3］ 

・ 日・中国際産業連関表作成マスタープラン（基本計画）が策定される。 

 

［成果 3の指標］ 

・ 日・中国際産業連関表作成のマスタープランの作成 

 

 

［活動 3］ 

・ 日・中国際産業連関表の共同実施体制の検討を行う。 

・ 日・中国際産業連関表フレームワークの検討を行う。 

・ 日・中国際産業連関表の作成フローチャートの検討を行う。 

 

d)投入 

【日本側】 

    * 短期専門家：経済産業省、学識経験者及び民間研究員。年 2回、5～7名程度、各 7～10名程度。 

    * 本邦研修：国家統計局及び地方統計局の産業連関表作成従事者、中国産業連関学会の学識経験者

等を対象とする。2009年度は 1回のみ、2010年度及び 2011年度は年 2回、各年度 12名、1回に

つき 7～10日間程度。 

 

【中国側】 

    * カウンターパートの配置：プロジェクトダイレクター、プロジェクトマネージャー 

    * ワークショップ及び国際シンポジウムのための会場の提供 

 

（５）外部要因（満たされるべき外部条件） 

イ．成果（アウトプット）達成のための外部条件 

・ 中国側に本プロジェクトの実施運営委員会が設置される等の措置が図られ、人事異動によりカ

ウンターパートが変更となってもプロジェクトの進捗が阻害されない。 

 

ロ．プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ 中国国家統計局産業連関表作成部署の予算が確保される。 

 

ハ．上位目標達成のための外部条件 

・ 国際産業連関表作成の意義に変更が生じるような大幅な経済情勢の変化がない。 

 

ニ．案件実施の前提条件 

・ 中国における産業連関表の整備に係る政策が変更されないこと。 

・ 中国国家統計局に、プロジェクト活動に影響を及ぼすような組織改正や再編がないこと。 
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２．事前評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・ 上記「１．（３）協力の必要性・位置づけ」で述べたように、中国政府は、改革開放路線の採用

に伴う経済変革の中で、マクロ経済の運営や経済政策の策定を適切に実施するため経済統計指

標の精度向上を図っており、政府のコミットメントが認められる。 

・ 中国に対する国別援助計画においても、「世界経済との一体化支援」「ガバナンス強化」等の「改

革・開放支援」に係る開発課題が重点分野に位置付けられている。 

・ 日本は、産業連関表に関しては 1951年、国際産業連関表に関しては 1986年からその作成を開

始しており、この分野での支援に必要な経験を十分に有していることからも協力の妥当性は高

い。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が見込める。 

・ プロジェクト目標は、日・中国際産業連関表を作成する手法・体制の構築である。成果 1～3

に係る活動を確実に進めていくことにより、国際基準と一致していない現在の作成方法や急激

に拡大する経済活動を反映しきれていない現在の産業連関表に関する課題の明確化、日・中国

際産業連関表のプロトタイプ表を作成することによる国際産業連関表の作成・分析方法の取得、

実際の日・中国際産業連関表作成に向けた体制・フレームワーク・フローチャートの検討が行

われ、その結果、プロジェクト目標が達成されることが考えられる。 

・ 作成手法に関するマニュアルの作成、作成体制を維持していくための業務フローの確立を指標

としており、プロジェクト目標の内容を的確に捉えているといえる。また、指標はプロジェク

トから直接入手可能なものであり、入手手段は確保できている。 

・ アウトプットからプロジェクト目標に至るまでの外部条件である「国家統計局産業連関表作成

部署の予算の確保」に関しては、上記（１）妥当性で述べたとおり、現時点での中国政府の統

計整備へのコミットメントは高く、満たされる可能性が高い。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込める。 

・ 本邦研修は、国家統計局及び地方統計局の産業連関表作成従事者、中国産業連関学会の学識経

験者等を対象に実施予定だが、国家統計局職員向け研修と、地方統計局職員及び中国産業連関

学会員向けの研修に分けて行う予定。国家統計局職員向けには日・中国際産業連関表のプロト

タイプ表及びマスタープラン作成に向けた研修を行い、地方統計局職員及び中国産業連関学会

員向けには、具体的な産業連関表（基本表、地域表、延長表等）の作成方法等についての研修

を行うことで、制度設計から実務までカバーすることが出来、プロジェクト目標達成に向け効

率的に成果をあげることが期待できる。 

・ 本プロジェクトのカウンターパートである中国国家統計局は、2006年 6月から 2009年 6月に

かけて実施された「商業統計整備プロジェクト」においてもカウンターパートであり、積極的

な関与・協力が得られていたことから、本プロジェクトにおいても高いオーナーシップを発揮

し、効率的なアウトプット産出に寄与することが期待される。 
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・ 活動からアウトプットに至るまでの外部条件は「中国側に本プロジェクトの実施運営委員会が

設置される等の措置が図られ、人事異動により C/Pが変更となってもプロジェクトの進捗が阻

害されない」であるが、中国側からは、統計局内で国際協力、産業連関表作成のそれぞれを担

当する国際合作司、国民経済計算司全体の本プロジェクトへの強いコミットメントが期待でき、

外部条件が満たされる可能性が高い。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

・ 本プロジェクトの各活動の適切な実施によって日・中国際産業連関表を作成する手法・体制が

構築されることにより、中長期的に上位目標「同連関表が作成され、経済政策策定の基本とな

るデータ提供が可能となる」ことが見込まれる。また、経済政策策定の基本となるデータ提供

が可能になることにより、適切な経済政策が実施され、経済発展への貢献が可能となると考え

られる。 

・ プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件は「国際産業連関表作成の意義に変更が

生じるような大幅な経済情勢の変化がない」であるが、中国政府は今後も市場経済化を進めて

いき、それに伴い中国と諸外国との関係も今後一層深まっていくと考えられることから、国際

産業連関表の作成意義が減じるとは考えにくく、外部条件が満たされる可能性は高い。 

 

（５）自立発展性 

以下のとおり、本プロジェクトによる成果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続される

ものと見込まれる。 

・ 政策・財政支援：中国においては今後ますます市場経済化が進み、各国との経済依存度が高ま

っていくことが予想され、適切な経済政策策定の基本となる統計整備は引き続き積極的に進め

られていくと考えられる。 

・ 技術面：本プロジェクトでは、日・中国際産業連関表の作成を最終目標とはせず、同連関表を

作成する手法・体制の構築をプロジェクト目標としている。プロジェクト目標の指標としてい

る作成方法マニュアルと担当部署・担当者等の役割分担を含む業務フローが作成・確立される

ことにより、プロジェクト終了後も同連関表の作成・アップデートが継続されていくことが期

待される。 

 

（６）貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

該当せず。 

 

（７）過去の類似案件からの教訓の活用 

  特になし。 
 
（８）今後の評価計画 

イ．終了時評価 

 2011年 10月頃 



添 付 資 料 

 

要請書 
 
署名済M/M（日・中分） 
 
国家統計局体制図 
 
協議議事録 
 
産業連関表、国際産業連関表の概要 
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国家統計局体制図 
 

 
出所：中国国家統計局ホームページ http://www.stats.gov.cn/jgzn/2006_jigou.htm 
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協議議事録 

日時： 2009 年 6 月 2 日（水）  09：45 ～ 16：00   

相手国機関： 国家統計局 

場所： 国家統計局内会議室 

統計局側 国際合作司長・副市長、国民経済計算司司長・副司長、計算司投入

産出所長等 

日本側 小島、志村、谷川、荒川、鮑、張、大久保 

 

出席者 

 

その他 通訳 

                        協議内容 

1. PDM に係る協議 

（１）活動 

【日本側】成果 2 に係る活動に「国際シンポジウムの開催」を追加。作成したプロトタイプ表の発

表の場としてシンポジウムを開催したいと考えている。また、成果 3 に係る活動として「国際産業

連関表を作成するための資料の入手方法・推計方法について検討を行う」を加えてはどうかとの提

案が中国側よりあったが、成果 1 に係る活動「日本における基礎統計資料及び推計方法の紹介を行

う」でカバー出来るので追加の必要はないと思料。 

【統計局】シンポジウムの開催について了解。「入手方法・推計方法の検討」についても他の活動内

でカバーされるのであれば追加の必要はない。 

【日本側】二年次以降になると思うが、入手方法・推計方法を記載したプロトタイプ表の作成計画

（マニュアルに近いもの）を協議して作っていくことを考えている。 

 

（２）投入 

１）本邦研修 

【日本側】本邦研修につき、中国側より各年度二回に分けての実施という提案を頂いているが、各

年度一回、同じ時期に国家統計局と地方統計局の二つのグループに分けて行うという方法は如何か。

【統計局】2009年度については一回の実施で結構だが、2010年度、2011年度については二回の実

施としてもらいたい。一回目は 3~4人の専門家に対する研修、二回目は地方統計局等からの参加も

含む 8~9人を対象とする一般的な研修としたいが如何か。 

【日本側】2009年度については一回のみ、10名、10～14日間程度の研修を行う。2010年度、2011

年度については、各年度二回の実施とすることで了解。専門家、一般各研修の期間はどれくらいを

想定しているか。また、各研修には具体的にどういった方が参加する予定か。 

【統計局】専門家向け研修は、研修内容によるが、7~10日間或いはより短い期間を想定しており、

国家統計局の産業連関表作成従事者が参加予定。研究機関等からも参加する可能性あり。一般研修

には、国家統計局職員に加え、地方統計局職員、産業連関学会員等が参加予定。地方 4名、学会 2~3

名、中央 2~3 名を想定しているが、各年度一回目、二回目の研修の参加人数の合計が 12 名を超え

ることはない。 

 

２）中国側負担事項 
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【統計局】カウンターパートの配置、会場の提供について了解したが、「会場の提供」は純粋に会場

を提供すればよいのか、或いは借り上げ費用を負担するということか。 

【日本側】例えば日本から専門家が来た場合は統計局内に会議室を用意して頂きたい。国際シンポ

ジウム開催の際は、大人数を収容できるホールが統計局内にあればそれを使用させて頂くか、或い

はホテル等の会場を用意して頂きたい。 

【統計局】国際シンポジウムの実施時期について、プロジェクト終了時期は 2012年 3月だが、1,2

月は中国では休みが多い時期である。2011年末頃だと開催のアレンジがしやすいのだが、それまで

のプロトタイプ表の作成は可能か。或いは 2012 年 4 月以降の開催は可能か。また、開催場所につ

いては、北京でも地方でもどちらでも良い。地方開催の場合も費用は負担する。 

【日本側】先程の本邦研修に係る協議で、研修回数の増加も確認されたので、部門数等も考慮しな

がら 2011年末までのプロトタイプ表の完成を目指したい。プロジェクト実施期間後の 2012年 4月

以降の開催は不可。開催場所については今後協議していきたいが、基本的には中国側が希望する場

所で行いたいと考えている。 

【日本側】「運営経費の支出」については、ワークショップ等に地方統計局からの参加がある場合の

旅費、ワークショップに必要な資料印刷費等、商業統計プロジェクトの場合と同様の経費を想定し

ている。 

 

３）外部条件 

【統計局】外部条件にある「予算の確保」とは、具体的にどういうことか。 

【日本側】我々は「国際産業連関表を作成・公表する手法・体制の構築」をプロジェクト目標とし

て提案しているが、手法・体制の構築のためには、予算の確保が必要となる。 

【統計局】末尾が 2,7 の年に連関表を作成することは既に制度化されており、予算の確保について

も問題ない。 

 

４）成果 

【統計局】成果についてはコメント等ないが、中国語の表現を次の通り変更したい。成果 1「作成

方法についての課題が整理される」→「作成方法が確立される」。成果 2「分析方法が理解される」

→「分析方法が確立する」。成果 3の「マスタープラン」という言葉をより適切な中国語に変更。 

 

５）プロジェクト目標 

【日本側】「手法・体制の構築」に加え、作成マニュアル等の幅広い活用を可能にする「公表」とい

う言葉を追加したい。中国側からは、プロジェクト目標を「国際産業連関表作成プランの作成」と

するという提案があったが、その趣旨を説明頂きたい。 

【統計局】「プランの作成」に手法・体制の構築も含んでいる。「公表」については、成果 2に係る

活動である国際シンポジウムの開催に含まれるように思うが如何か。 

【日本側】お互いの認識が一致しているのであれば、日本語と中国語で全ての表現が一致している

必要はない。「公表」については、プロジェクト目標から落とすことで了解。 
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２．ミニッツに係る協議 

【統計局】「8. プロジェクトの評価・モニタリング」の趣旨は。 

【日本側】プロジェクト規模によって調査内容は異なるが、基本的には OECDが定める調査項目に

沿って評価を行う。専門家派遣の機会を捉えて、JICA職員・調査を専門に行うコンサルタント等か

らなる調査団を派遣し、インタビュー等により調査を行うことを予定している。評価・モニタリン

グによって、適宜事業内容の見直しを図っていく。  

 

                                          以上 
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協議議事録 

日時： 2009 年 6 月 3 日（木）  09：45 ～ 11:30   

相手国機関： 産業連関学会、国家統計局 

場所： 国家統計局内会議室 

統計局側 産業連関学会員、国家統計局国民経済計算司副司長等 

日本側 小島、志村、谷川、荒川、鮑、張、大久保 

 

出席者 

 その他 通訳 

                        協議内容 

1. 産業連関学会より学会の紹介 

 産業連関学会は、1988年に設立。国家統計局、中国科学院システム研究所、中国人民大学の三者

により構成されており、国家第一級学院として認定されている。学会のメンバーの多くは、国際産

業連関学会のメンバーでもある。3年ごとに総会を開いており、来年 8回目の開催を予定している。 

学会の主な任務については、統計局で連関表の作成を行い、科学院、人民大学で同表のモデルの

応用、更新等を行っている。また、総会で論文集を発表しており、不定期だがジャーナルも出して

いる。 

 

２．日本側より、日本側の考える二国間表について説明 

 日本では末尾が 0と 5の年に基準表を作っているが、中国は 2と 7の年の作成。今回は日中表 07

年の作成を行いたい。また、100 近い部門を有する表を作成したいと考えている。ただ、一つ一つ

の部門について調べていくことは難しい作業であることを承知しており、部門数は少なくなるかも

しれないという前提で、プロトタイプ表＝試作表の作成を成果の一つとしてあげている。 

 

【学会】100部門を有する 07年表を作成したいとのことだが、基準年はいつとするのか。また、よ

り具体的な部門数はいくつくらいになる見込みか。 

【日本側】基準年については、05年表を推計するのが難しい場合、00年表を延長して 07年表とす

ることも考えている。部門数については、具体的な数値は今後協議しながら決めていきたが、より

多いほうが望ましいということで 100という数字を申し上げた。 

【統計局】最終的な試作表について、部門数を 100 とするのか 50 とするのかは今後検討が必要。

具体的なプロトタイプ表を作成して政策に生かすことを目指すのが本プロジェクトの最大の目標で

はない。二国間表作成の手法と体制を確立させ、プロジェクト終了後もその体制が維持され、将来

的にマクロ経済政策のために応用していけるようになることが最も重要。本プロジェクトは期間が

短いので、手法の研究に重点を置き、経験を累積していく段階と考えても良いのではないか。07年

に合わせた日本側の延長表はいつまでに完成予定か。 

【日本側】2009年 12月完成予定。部門数は、基本表と同じ約 500。12月完成予定の延長表は、00

年表を延長するもの。可能であれば 05年表を延長したいと考えているが、2009年 3月に 05年表

（基本表）が完成したばかりであり、延長表の作成には時間がかかると思われる。 

 

３．作業委託について 
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【日本側】データ加工の委託方法だが、日本側で仕様書を作成し、合意頂けた場合、同仕様書を添

付した契約書にサインという形にしたいと考えているが如何か。また、価格についての情報をもら

いたい。諸外国との交流があるとのことだったが、契約を結んで協力実施した経験はあるか。 

【学会】価格表はない。作成する表につき、細かければ細かいほど、作成項目が多ければ多いほど

料金は上がる。費用は、プロジェクトの規模と作成方法にかかってくる。1997年から 2004年にか

けて、エネルギー連関表の作成・分析に関して米国マサチューセッツ工科大学（MIT）と協力を行

った時は、年間 5万ドルもらっていた。MITとの間で契約を結んでおり、先生／学生が作業を行っ

た場合の費用、旅費等の明細も作成していた。 

【日本側】我々の想定する実施方法と同じであることが確認できた。この場で仕様書の提示は出来

ないが、学会がデータ加工委託先として最適であることは確認できたので、8 月に予定されている

専門家派遣の際に仕様書を提示して交渉したい。ただ、年間 5万ドルの規模にはならないと思われ

る点につき、了承頂きたい。 

 

                                          以上 
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参考資料 

 

１．産業連関表1 

１）産業連関表とは 

・ 産業連関表は、一定期間（通常 1年間）において、財・サービスが各産業部門間でどの

ように生産され、販売されたかについて、行列（マトリックス）の形で一覧表にとりま

とめたもの。 

・ ある 1つの産業部門は、他の産業部門から原材料や燃料などを購入し、これを加工して

別の財・サービスを生産し、さらにそれを別の産業部門に対して販売する。購入した産

業部門は、それらを原材料等として、また、別の財・サービスを生産する。このような

財・サービスの「購入→生産→販売」という連鎖的なつながりを表したのが産業連関表

である。 

・ 産業連関表の仕組みを利用して、ある産業に新たな需要が発生した場合にどういう形で

生産が波及していくのかを計算することができる。 

・ 現在、わが国では、10 府省庁の共同作業による産業連関表（全国を対象としていること

から「全国表」ともいう）を 5年ごとに作成しているほか、地域産業連関表（日本を 9

つの地域に分割した各地域を対象に、経済産業省が 5 年ごとに作成）、都道府県・市産

業連関表（都道府県・市を対象に、都道府県・市がおおむね 5 年ごとに作成）、延長産

業連関表（全国表をベンチマークとして直近の産業構造を推計したもので、経済産業省

が毎年作成）、国際産業連関表（国際間取引を詳細に記述したもので、経済産業省やア

ジア経済研究所が作成）、各種分析用産業連関表（分析目的に応じて各機関が作成）な

ど、それぞれの目的に応じた多くの産業連関表が作成され、各界、各層に幅広く利用さ

れている。 

 

２）目的 

・ 産業連関表は、作成対象年次における我が国の経済構造を総体的に明らかにするととも

に、経済波及効果分析や各種経済指標の基準改定を行うための基礎資料を提供すること

を目的としている。 

 

３）その他参考ページ 

「産業連関表の構造と見方」、「国民経済計算体系における産業連関表」、「産業連関表の沿

革と我が国における作成状況」、「産業連関表の見直しの変遷」： 

http://www.stat.go.jp/data/io/t_gaiyou.htm 

 

 

                                            
1 総務省統計局ホームページ「産業連関表」：http://www.stat.go.jp/data/io/index.htm 
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２．国際産業連関表2 

１）国際産業連関表とは 

・ 日本及び相手国の産業連関表を利用し、日本及び相手国の産業部門分類の概念・定義を

もとに作成した二国間もしくは多国間共通部門分類により非競争輸入型表にして取り

まとめたものである。 

 

２）目的 

・ 日本の産業連関表の作成経験を活かして日本及び各国経済の相互依存関係を明らかに

し、一国経済及びその変化が他の国にどのような影響を及ぼすのかについて、定量的に

分析できる有力なツールとして利用されている。 

 

３）作成方法 

・ 日本及び相手国（日米表であれば米国）の共通部門分類の作成  

・ 日本表の事前加工  

・ 相手国表の事前加工  

・ 輸出及び輸入品需要先の推計  

・ 日本、相手国及びその他世界の交易部分の推計  

・ バランス調整  

・ 付帯表の作成  

・ 自部門投入の処理 

 

４）沿革 

・ 政府機関としては世界で初めての試みとなる画期的な事業として、1986 年度から 1985

年を対象年次とした国際産業連関表の作成事業を開始した。その後、1990 年を対象とし

た二国間国際産業連関表及び多国間国際産業連関表を作成し、順次公表してきた。1995

年表以降は、日米国際産業連関表のみを作成している。 

 

５）利用上の注意 

2000 年日米国際産業連関表 

・ 2000 年日米国際産業連関表（以下、「日米表」という）は、日米両国における各産業の

生産活動が、国内及び国外のどのような産業または最終需要との関連で行われているか

を明らかにするため、2000 年において日米両国内及び両国間で行われたすべての財・サ

ービスの取引を一覧表にまとめたものである（第 1図参照）。 

 

 

                                            
2 経済産業省ホームページ「国際産業連関表」：http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kokusio/index.html 
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第 1図 日米表の構造 

  

・ この表をタテ方向にみると、日米の各産業が生産活動を行うにあたり、日米及びその他

世界のどの商品をどれだけ使ったか、また、その生産活動によって、どのような付加価

値をどれだけ生み出したか（費用構成）がわかる（注 1）。  

・ この表をヨコ方向にみると、日米の各産業で生産された商品が、日米及びその他世界の

どのような需要向けに、いくら販売されたか（販路構成）がわかる。  

・ 中間需要と中間投入に囲まれた領域の中の、日米及び米日の交易部分は、日米各産業の

生産活動における相互依存関係を表している。ただし、関税及び海上運賃・保険料等は

別掲されている。 

・ これまでデータの制約により「その他世界」（日米以外の各国、以下、「ROW」（Rest of the 

World）と略す。）との取引に含まれていた日米間のサービス等（財以外）の取引につい

ても、今回の日米表から新たに推計した。 

(注 1) このように、自国の生産品と他国の生産品を別々に記述した産業連関表を「非競争輸入

型」（または「アイサード型」）の産業連関表という。 

 

・ 各財の価格評価は、日米それぞれの生産者価格で評価されている。すなわち、日本財の

日本国内における取引及び米国における日本財の投入は、日本の生産者価格で、米国財

の米国国内における取引及び日本における米国財の投入は米国の生産者価格で評価さ

れている。商業部門及び運輸部門に計上されている日米間の取引は、日米それぞれの相

手国向け輸出に係わる国内の商業マージン及び運賃を一括計上したものである。ROW と

の取引は、輸出が表側の国（輸出国）の生産者価格なので、輸入は表頭の国（輸入国）

の CIF 価格（通関輸入ベース）で評価されている。  

・ 表の金額表示はドルである。日米表は、IMF の 2000 年の対ドル平均為替レート 107.77

円/ドルで換算している（1990 年日米表は 144.79 円で、1995 年日米表は 94.06 円でそ

れぞれ換算している）。 

・ なお、国際間の産業連関分析を行う場合、購買力平価あるいは各商品別国際統一価格等
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による共通の価格評価を行うことが望ましいとされているが、方法論等については現在

も研究段階であり、1995 年日米表（確報）と同様、年平均レートで換算している。  

・ 日米表の基本分類表は行列とも 175 部門で、1995 年日米表（確報）よりも 9部門増加し

た。このような違いが生じたのは、1997 年基準米国産業連関表から、米国の部門分類の

概念定義が SIC から NAICS へ変更したことに伴い、日米表の基本分類も 1995 年日米表

（確報）から数カ所変更する必要が生じたためである。 

・ さらに、基本分類のほかに、「54 部門表」及び「27 部門表」の統合分類表も作成してい

る（分類内容は３平成 12 年（2000 年）日米国際産業連関表の部門分類を参照）。  

・ 日米表では、もっとも詳細な 175 部門において、対角要素の自部門間取引に関し、自部

門取引をゼロにし、生産額も同額だけ減額している（２平成 12 年（2000 年）日米国際

産業連関表の作成方法を参照）。したがって、日本政府が正式に公表している産業連関

表の生産額とは異なっている。  

・ 付帯表として、日米それぞれ輸出入マトリクス（18 カ国・地域別輸出入額表）を作成し

た。輸出は生産者価格、輸入は CIF 価格で評価している。  

(注 2) 生産者価格とは、いわゆる生産者の出荷価格（蔵出し価格）であり、運賃及びマージン

等のマージンは含まれない。 

 

６）その他参考ページ 

経済産業省ホームページ「平成 12 年（2000 年）日米国際産業連関表による構造分析」：

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kokusio/result/result_7.html 
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